
　地方交付税　地方交付税 
6565億40754075万円万円 
　（　（29.929.9％）％） 

　市税　市税 
6363億752752万円万円（28.828.8％）％） 
市民市民1人あたり人あたり93,19893,198円 　市債　市債 

1515億80208020万円万円 
　（　（7.27.2％）％） 

　諸収入　諸収入 
1414億34613461万円万円 
　（　（6.66.6％）％） 

　国庫支出金　国庫支出金 
1111億42304230万円万円 
　（　（5.25.2％）％） 

　県支出金　県支出金 
8億25042504万円万円 
　（　（3.83.8％）％） 

　繰入金　繰入金 
8億544544万円万円 
　（　（3.73.7％）％） 

分担金および負担金分担金および負担金 
7億88748874万円万円 
（3.63.6％）％） 

　その他　その他 
2424億71247124万円万円 
　（　（11.311.3％）％） 

　地方交付税 
65億4075万円 
　（29.9％） 

　市税 
63億752万円（28.8％） 
市民1人あたり93,198円 　市債 

15億8020万円 
　（7.2％） 

　諸収入 
14億3461万円 
　（6.6％） 

　国庫支出金 
11億4230万円 
　（5.2％） 

　県支出金 
8億2504万円 
　（3.8％） 

　繰入金 
8億544万円 
　（3.7％） 

分担金および負担金 
7億8874万円 
（3.6％） 

　その他 
24億7124万円 
　（11.3％） 

歳入 
218億9584万円 
  市民市民1人あたり人あたり 
323,525323,525円 

　民生費　民生費 
4747億394394万円万円 
　（　（22.422.4％）％） 

　土木費　土木費 
3737億93479347万円万円 
　（　（18.118.1％）％） 

　公債費　公債費 
3333億36773677万円万円 
　（　（15.915.9％）％） 

　教育費　教育費 
2323億63336333万円万円 
　（　（11.311.3％）％） 

　総務費　総務費 
1616億61966196万円万円 
　（　（7.97.9％）％） 

　衛生費　衛生費 
1515億127127万円万円 
　（　（7.17.1％）％） 

　農林水産業費　農林水産業費 
1111億41314131万円万円 
　（　（5.55.5％）％） 

　諸支出金　諸支出金 
1010億320320万円万円 
　（　（4.84.8％）％） 

　その他　その他 
1414億97639763万円万円 
　（　（7.17.1％）％） 

　民生費 
47億394万円 
　（22.4％） 

　土木費 
37億9347万円 
　（18.1％） 

　公債費 
33億3677万円 
　（15.9％） 

　教育費 
23億6333万円 
　（11.3％） 

　総務費 
16億6196万円 
　（7.9％） 

　衛生費 
15億127万円 
　（7.1％） 

　農林水産業費 
11億4131万円 
　（5.5％） 

　諸支出金 
10億320万円 
　（4.8％） 

　その他 
14億9763万円 
　（7.1％） 

歳出 
210億287万円 
  市民市民1人あたり人あたり 
310,331310,331円 

市のお金がどのように使われ、また市の財政がどのように運営されているのかを市民の皆さんから知って
いただくため、毎年2回財政事情を公表しています。今号では、平成14年度の決算見込みをお知らせします。

平成14年度決算見込み

市の家計簿はこうなっています

グラフA 一般会計決算見込み

一
般
会
計
の
繰
越
額
は

約
七
億
八
百
万
円

平
成
十
四
年
度
は
、
市
民
と
行
政

の
「
協
働
」
に
よ
る
新
た
な
ま
ち
づ

く
り
を
進
め
る
こ
と
を
基
本
方
針

に
、
自
治
体
を
取
り
巻
く
少
子
高
齢

化
、
市
町
村
合
併
に
環
境
保
全
な
ど

と
い
っ
た
社
会
情
勢
や
課
題
に
対
応

し
た
行
政
運
営
と
財
政
改
革
の
推
進

に
努
め
ま
し
た
。
ま
た
、
限
ら
れ
た

財
源
を
市
民
の
た
め
に
有
効
に
使
う

こ
と
を
常
に
念
頭
に
置
き
、
必
要
な

事
業
に
優
先
順
位
を
持
っ
て
取
り
組

み
ま
し
た
。

そ
の
結
果
一
般
会
計
で
は
、
歳
入

が
前
年
度
に
比
べ
て
〇
・
九
％
の

減
、歳
出
も
一
・
一
％
の
減
と
な
り
、

特 別 会 計 名

老人保健特別会計

下水道事業特別会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

歳 入

72億3375万円

54億 409万円

47億6741万円

34億5115万円

歳 出

71億8712万円

52億7032万円

45億6066万円

34億2656万円

区　　　　分

収益的収支

資本的収支

歳 入

15億2147万円

3億1277万円

歳 出

12億4822万円

9億3278万円

平成14年度特別会計の決算見込み

平成14年度水道事業会計の決算見込み

※資本的収支の不足額6億2001万円は、損益勘定留保資金、

減債積立金および建設改良積立金などを取り崩して補て

んしました。

各
特
別
会
計
と
水
道
事
業
会
計
の
決
算
見
込
み

特
別
会
計
と
水
道
事
業
会
計

の
平
成
十
四
年
度
決
算
見
込
み

は
、
左
の
表
の
と
お
り
で
す
。

特
別
会
計
は
、特
定
の
歳
入

を
特
定
の
歳
出
に
充
て
て
、一

般
会
計
と
区
別
し
て
経
理
す
る

も
の
で
す
。

水
道
事
業
は
、
企
業
会
計
と

し
て
独
立
し
て
経
理
を
行
っ
て

い
ま
す
。平
成
十
四
年
度
で
は
、

出
水
不
足
解
消
改
良
工
事
や
、

金
津
配
水
施
設
の
整
備
工
事
、

浄
水
場
の
施
設
改
良
な
ど
を
実

施
し
て
、
安
全
で
お
い
し
い
水

を
安
定
し
て
供
給
す
る
こ
と
に

努
め
ま
し
た
。

約
七
億
八
百
万
円
の
繰
越
額
を
出
す

決
算
見
込
み
と
な
り
ま
し
た
。

主
な
事
業
と
し
て
は
、
新
津
駅
東

口
駅
前
広
場
、
流
域
下
水
道
し
尿
等

投
入
施
設
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
支
援
セ

ン
タ
ー
、
阿
賀
野
川
水
辺
プ
ラ
ザ
の

整
備
と
市
営
住
宅
の
建
て
替
え
や
第

二
小
学
校
ト
イ
レ
の
改
修
な
ど
を
実

施
し
、
市
民
の
生
活
基
盤
や
福
祉
・

教
育
関
連
に
積
極
的
な
投
資
を
行
い

ま
し
た
。

※金額は1万円未満を、比率は小数点第1位未満を四捨五
入していますので、合計と合わない場合があります。
平成15年3月31日現在の新津市の人口は67,679人、世帯

数は21,468世帯です。以下、同じ。

歳入　　　　　　　 歳出　　　　　　　差引
218億9584万円－210億287万円＝8億9297万円
このうち1億8486万円は平成15年度への繰越事業の財

源として使われるため、7億811万円が実質的な繰越額

一般会計繰越額

蘯 15・8・1&15 第 962 号

合
併
問
題
調
査
研
究

特
別
委
員
会
を
新
た
に
設
置

15・8・1&15 第 962 号 盪

ホームページアドレス http://www.city.niitsu.niigata.jp/

特
別
委
員
会
を
設
置

市
町
村
合
併
に
つ
い
て
、
新
津
市

議
会
議
員
全
員
で
構
成
す
る
合
併
問

題
調
査
研
究
特
別
委
員
会
が
設
置
さ

れ
、
委
員
長
に
古
田
穣
議
員
、
副
委

員
長
に
大
島
甚
一
郎
議
員
が
そ
れ
ぞ

れ
選
任
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
議
会
運
営
委
員
会
委
員
と
し

て
、
土
田
勇
一
議
員
が
新
た
に
選
任

さ
れ
ま
し
た
。

し
尿
の
収
集
・
運
搬
業

務
が
許
可
か
ら
委
託
へ

下
水
道
の
普
及
に
よ
り
し
尿
の
く

み
取
り
が
減
少
し
て
い
る
こ
と
か

ら
、
運
搬
・
収
集
業
務
が
許
可
か
ら

委
託
へ
変
わ
り
、
新
津
市
廃
棄
物
の

減
量
化
及
び
適
正
処
理
等
に
関
す
る

条
例
の
一
部
が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
法
令
の
改
正
に
伴
い
、
市
立

幼
稚
園
条
例
の
一
部
が
改
正
さ
れ
ま

し
た
。市

道
の
認
定
、
廃
止

お

よ

び

変

更

新
た
に
市
道
と
し
て
六
路
線
（
総

延
長
9
9
6
3
誡
）
が
認
定
さ
れ
た

員
の
選
任
に
つ
い
て
（
指
名
）

・
適
正
規
模
の
少
人
数
学
級
の
実
現

を
は
じ
め
と
す
る
教
職
員
の
加
配
を

求
め
る
意
見
書

・
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の
現

行
維
持
を
求
め
る
意
見
書

・
教
育
基
本
法
の
見
直
し
に
つ
い
て

慎
重
な
対
応
を
求
め
る
意
見
書

・
い
っ
そ
う
の
雇
用
不
安
を
も
た
ら

す
労
働
法
制
の
慎
重
審
議
を
求
め
る

意
見
書

・
税
源
移
譲
を
基
本
と
す
る
三
位
一

体
改
革
の
早
期
実
現
を
求
め
る
意
見

書・
合
併
問
題
調
査
研
究
特
別
委
員
会

設
置
に
つ
い
て

公
平
委
員
会
の

委

員

を

選

任

今
回
の
議
会
で
、
勝
見
洋
人
さ
ん

（
新
潟
市
高
美
町
、
53
歳
）
と
佐
藤

誠
剛
さ
ん
（
田
家
3
、
68
歳
）
を
公

平
委
員
会
委
員
に
選
任
す
る
こ
と
が

同
意
さ
れ
ま
し
た
。

ほ
か
、
七
路
線
の
廃
止
と
十
八
路
線

の
変
更
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

請
願
・
発
議
を
審
議

今
回
の
議
会
で
審
議
さ
れ
た
請

願
・
発
議
は
、
す
べ
て
採
択
・
可
決

（
一
部
は
議
長
に
よ
る
指
名
）
さ
れ

ま
し
た
。

●
請
願
（
採
択
）

・
適
正
規
模
の
少
人
数
学
級
の
実
現

を
は
じ
め
と
す
る
教
職
員
定
数
増
を

求
め
る
請
願
書

・
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の
現

行
維
持
を
求
め
る
請
願
書

・
教
育
基
本
法
の
見
直
し
に
つ
い
て

慎
重
な
対
応
を
求
め
る
請
願
書

・
い
っ
そ
う
の
雇
用
不
安
を
も
た
ら

す
労
働
法
制
の
慎
重
審
議
を
求
め
る

請
願

●
発
議
（
可
決
）

・
新
津
市
議
会
委
員
会
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

・
新
津
市
議
会
議
会
運
営
委
員
会
委

合
併
問
題
調
査
研
究

特
別
委
員
会
を
新
た
に
設
置

市
議
会
六
月
定
例
会
が
、
六
月
三
日
か
ら
二
十
四
日
ま
で
の
二

十
二
日
間
の
会
期
で
開
か
れ
ま
し
た
。
今
回
の
議
会
で
は
、
一
般

会
計
・
特
別
会
計
予
算
の
補
正
や
条
例
の
改
正
な
ど
が
審
議
さ
れ

た
ほ
か
、
新
た
に
合
併
問
題
調
査
研
究
特
別
委
員
会
の
設
置
が
決

ま
り
ま
し
た
。

平成15年度一般会計と
特別会計の予算を補正

荻川地区に新設が予定されて

いる私立保育園への補助や、し

尿の収集・運搬委託などに伴う

一般会計予算の補正が認められ

たほか、次の特別会計予算の補

正が認められました。

□一般会計

6983万9000円を追加し、総額

216億3983万9000円に。

■老人保健特別会計

6975万2000円を追加し、総額

74億3675万2000円に。

■介護保険特別会計

195万8000円を追加し、総額

37億6595万8000円に。

市議会 
6月定例会 
市議会 
6月定例会 


